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日常生活の他の場面でごく当たり前となっ
ているユーザーフレンドリーな体験を提供
することが人事業務にも求められている。
あなたの組織はそのニーズに応えているだ
ろうか？
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1人事部門のオペレーショナルエクセレンス―グローバル調査2014

直感に任せて簡単かつ迅速に購入手続き
ができる「Amazon体験」は今や当たり前と
なり、日常生活の他の場面でも同じ体験を提
供することが求められるようになっている。

人事部門との関わりも例外ではない。ま
た、各企業・組織内で人事部門は、顧客プ
ロファイリングなどで行われているのと同じ
ように、豊富なデータとその分析に裏付け
られた人材計画を提示することを求められ
ている。人事部門が戦略的経営の一翼を十
分に担える存在であるという信任を得られ
るか否かは、こうしたニーズを満たすことが
できるか否かにかかっている。

企業や組織の人事部門がこうした期待に
応える能力を備えているかを調べるため、
PwCは2014年の年初、世界各地150企業・
組織を対象に調査を実施した。調査対象の
150企業・組織のうち61％が欧州、25％が
米州、14％がアジア太平洋地域に人事部門
を置いている。調査対象企業・組織の業種
や規模はさまざまである。

本報告書では、最も効果的な人事業務が
どういうもので、高まり続けるニーズに迅速
に応えるためには何が必要とされているの
かについて考察する。先行する企業・組織
と自社・組織を比較し、改善を図る上で優
先すべき分野を特定するために、本調査結
果をぜひご活用いただきたい。

本報告書でトップパフォーマーと平均的
なパフォーマーを比較する場合の「トップ
パフォーマー」とは、ユーザー満足度の
高さと人事業務コストの低さにおいて上位
10％の企業・組織のことをいう。

概要： 
高まり続けるニーズ

25%
米州

アジア太平洋 14%

61%
欧州

図1：調査対象企業・組織の地域属性
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概要： 
トップパフォーマーはどこが違うのか？

・�ユーザーのニーズや満足度に関する
フィードバックを体系的に収集する

・�ユーザーの期待をパフォーマンス目
標と人事施策に組み入れる

・�ユーザーとの最初の接点として直感
的なテクノロジーを大々的に活用する

・�明確な評価基準に基づく継続的パ
フォーマンス向上計画を策定・実施
する

1 納得の 
ユーザー体験

顧客ニーズの変化に.
後れをとらない

p4

・�変化するニーズに対応するために迅速
に更新調整できるシステムを導入する

・�定期的なデータクレンジングと点検に
基づく分析を実施・活用する

・�人事部門スタッフが事業経営に定期的
に関与することによって、最も有用と
される情報を把握する

・�投資対効果の定量分析に基づいた経営
資源の配分と投資を行う

2 付加価値を高める  
ワークフォース

      インテリジェンスの活用
システム、データ、.
報告の質と信頼性を高める 

p8

・�企業全体のために開発した人材マネジ
メント技術を人事部門にも積極的に適
用する
・�事業部門や国をまたいだ最大限柔軟な
人員配置を行うことによって、変化す
るニーズに対応するとともに、人事部
門のスタッフが新たな技能を身につけ
られるようにする
・�人事部門内外のあらゆるレベルの人材
を人事部門に引き入れられるようにする
・�後継者育成計画を策定して人材の配置
転換と昇進が確実に実施されるように
し、組織の縦割りを打破する

3 タレントパイプライン  
の維持 

人事部門が成功するために.
必要な人材を確保する 

p12

10  %
ハイパフォーマーとは、 
ユーザー満足度の高さと
人事業務コストの低さにおいて
上位の企業・組織のことをいう。 
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ほとんどの企業や組織の人事部門は、すでに
行っていることをもう少しうまくやろうとしてい
るに過ぎない。しかし、先行集団は、今日のユー
ザーの高い期待を理解し、そのニーズに応え
ることがいかに重要かを認識している。 このこ
とは、事業経営における人事部門の関与と貢
献の在り方の抜本的な再考を促している。
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納得のユーザー体験： 
顧客ニーズの変化に後れをとらない1

人事サービスのユーザーは、必要なものを必要な時に自分の好きな方法で手に入れられることを期待するようになっている。 
しかし、この期待に応えられている人事部門はほんのわずかである。どうすればあなたの会社・組織は「顧客」の求めるユーザー
体験を実現することができるのだろうか。

映画からファッションアイテムまで、ク
リックするだけで商品が送られてくる。オン
ラインショップは、個々の顧客の購買傾向
と好みを軸に顧客関係を構築し、商品を紹
介することによって顧客期待を一変させた。

今日、仕事上の関わりにおいても、これ
と同じユーザーフレンドリーな「顧客」体
験が求められるようになっている。人事も
例外ではない。従業員は、できる限り利用
しやすいかたちで人事関連サービスが提供
されることを求めている。また、人事部門
のスタッフには、彼らの要望を理解するの
に十分な知識を備えていてほしいと思って
いる。給与に関する問い合わせのためにい
くつもの書式に記入したり、回答を得るまで
に何日も待たされたりしたくないのである。
彼らが従業員ではなく顧客だったら、こうし
た問題に悩まされることはないだろう。

こうした顧客体験の重要性は、人事部門
が企業とその従業員の主要な接点の一つで
あることを踏まえると、さらに高まる。採
用から退職に至るまで、人事部門と従業員
の関わりは、その企業・組織の相対的なプ
ロフェッショナリズムについて、そして従
業員がどの程度大事にされていると感じて
いるかについて、消し去ることのできない
印象を形成する。人事部門の対応に不満が
ある場合、従業員は何か必要なことがあっ
ても人事を通さずに済ませてしまうかもし
れない。あるいは、もっと好ましい従業員
体験が得られる別の企業に転職するかもし
れない。

さらに、顧客満足に関するこうした基本
的な期待に応えることは、組織的発展や
能力開発など、事業経営におけるより戦略
的な役割を担っていく上でも重要な鍵とな
る。しばしば指摘されるように、Abraham 
Maslowが示した「人間の欲求の階層」1は個
人だけでなく企業にも当てはまる。食べる.
ものと住む家の心配がなくなった時はじめ
て愛情や充足感を求めるようになるのと同
じように、今持っている車の修理をきちんと
できなかった業者のショールームで新たに
車を購入する人はいない。同様に、従業員
への給与支払いが期日どおりに行われてい
なかったり、採用の遅れが原因で市場開放
の機会に乗り遅れてしまったりしているよう
では、経営幹部による意思決定の場に人事
部門が招かれることはないだろう。

1 Maslow, A.H.,1943, A Theory of Human Motivation, Psychological Review (50), pp. 370-396
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エンゲージメントレベルの違い
人事部門はどの程度ユーザーフレンド

リーなのだろうか。エンゲージメントは、顧
客理解と顧客対応力を測る重要な指標であ
る。図2は、トップパフォーマーと全調査対
象企業・組織でエンゲージメントのレベル
がどれだけ違うかを示している。

トップパフォーマーは、セルフサービス方
式の窓口を設けるなど、テクノロジーを活用
して従業員との関係強化を図っている。また、
顧客にもっと近づくための新たな方法も検討
している。今回の調査では、ハイパフォーマー
は現状に満足しておらず、現在どのように従
業員と関わっているか、そして、クラウドや
モバイルテクノロジーなどの技術を活用する
ことによって従業員関係をどう強化できるか
について、詳細な分析を行っていることが示
された。オンライン研修やサポートが強化さ
れていることもこれを裏付けている。今回の
調査で、ハイパフォーマーは「中核的な成果」
についてあらためて話し合うことや、ユーザー
体験の改善方法について企業の主要メンバー
に話をすることについても言及している。

1  納得のユーザー体験：顧客ニーズの変化に後れをとらない

全調査対象企業・組織の半数とトップ
パフォーマーの70％が顧客エンゲージ
メントの質と成熟度に大いに自信がある
と回答 

70%

全調査対象企業・組織 トップパフォーマー

49%

図2：顧客に近づく：顧客エンゲージメントの平均的成熟度

人事部門のオペレーショナルエクセレンス―グローバル調査2014

複数の重複したアクセスチャ
ネルが存在し、定まった経路
はない。上位部門への対応引
き継ぎは一貫性がなく不明瞭。

最 初 の 接 点としてプラット
フォームとセルフサービス 機
能を活用し、しっかりと構築さ
れた段階的アプローチ。テクノ
ロジーに支えられた仕組み。
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 全調査対象企業・組織 
 ハイパフォーマー

低
い

高
い

事
業

価
値



6 より少ない経営資源でより大きな成果を生み出す

測定が改善の鍵
今回の調査では、顧客期待に応えられてい

るか否かを実際に把握していない人事部門が
数多く存在することが明らかになった。調査
対象企業・組織のうち、過半数（61％）は顧
客満足をサービス水準合意に含めておらず、
4分の1超（27％）は顧客満足度の測定を一
切行っていない。明確な顧客サービス目標や
ユーザー意見の測定方法を定めずにユーザー
フレンドリーを実現するのは明らかに困難で
ある。顧客満足度を測定している企業・組織
でもスコアの低いところが多いが、これは改
善の余地があることを示している（図3参照）。

満足度をどのように測定するかは、改善を
図る上で重要な要素である。調査対象企業・
組織のほとんどは定期的に調査を実施してい
る（図4参照）。さらに踏み込んでインタビュー
を実施したり、直接フィードバックを求めたり
している企業・組織は若干数にとどまってい
るが、こうした取り組みは各事業部門との関
係を構築し、その優先事項がどのように変化
しているかを明確に理解する最も効率的な手
法である可能性が高い。 

図3：調査対象企業・組織における顧客満足度

人事部門のオペレーショナルエクセレンス―グローバル調査2014 

32%

25%

2%

満足度81％以上 

満足度61～ 80％

満足度41～ 60％

満足度40％以下

41%

人事部門のオペレーショナルエクセレンス― グローバル調査2014

図4：顧客がどう思っているかを理解する

フィードバック

インタビュー

調査

測定せず

9%

57%

27%

7%

1  納得のユーザー体験：顧客ニーズの変化に後れをとらない
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継続的改善
顧客体験の向上を図る上でもう一つの重要

な要素は、継続的改善の文化と計画である。
実行と遂行に常に注意を払う必要があること
は誰もが認識している。トップパフォーマー
が抜きん出ているのは、効果的な測定によっ
て改善すべき分野に狙いを定める能力におい
てである（図5参照）。定期的な見直しと報告
を伴う継続的な改善計画を持たない業務処理
型の人事部門は、総じて顧客満足をあまり向
上させることができず、何らかの改善が図ら
れた場合でも一貫性のある計画がないので、
顧客はその利益を十分に利用し、実現するこ
とができない。

図5：継続的改善に関する成熟度

人事部門のオペレーショナルエクセレンス―グローバル調査2014

改善計画の策定や効果の
追跡は行われていない。後
追い的かつその場しのぎの
改善策。

継続的な改善計画があり、 
定期的な見直しや効果の 
追跡・報告が行われている。

成熟度低い 高い

 全調査対象企業・組織
 ハイパフォーマー

低
い

高
い

事
業

価
値

全調査対象企業・組織の過半数とほと
んど全てのトップパフォーマーが、高パ
フォーマンスの文化と継続的な改善をも
たらす計画を有していると確信している
と回答

58% 90%

全調査対象企業・組織 トップパフォーマー

1  納得のユーザー体験：顧客ニーズの変化に後れをとらない
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企業幹部は、自社の人事部門に、基本的なサービスだけでなく戦略的目標を達成するために必要な洞察力に満ちたワークフォースプランニングも提供することを期待して
いる。求められる質の分析と洞察を提供できるようなシステム、データ、報告機能が備わっているだろうか。

人事部門が収集するデータは、従業員の
パフォーマンス、人員配置、新規採用の必
要性に関する貴重な情報源となり得る。ユー
ザーフレンドリーなサービスとともに、こう
した情報の収集、照合、伝達を効果的に行
えるか否かは、企業が自社の人事部門を評
価する上で重要な判断基準となっている。

人事部門が利用できるデータは、人事部門
自体の業務効率の向上と作業負荷の軽減にも
役立てることができる。例えば、政策や法律
の変更に関して数多くの問い合わせを受けて
いる場合、ポータルサイトの「よくある質問」
コーナーに更新情報を掲載することができる。

人事部門は利用可能なデータをどの程度
効率的に活用しているのだろうか。図6に示
されるように、多くの調査対象企業・組織は
十分に統合されていないシステムでの作業
を余儀なくされている。これらの企業・組織
が採用している典型的なソリューションは、
ニーズに合わせてカスタマイズされ、将来の
ニーズに対応する柔軟性を備えていない。

全調査対象企業・組織のわずか57％と
トップパフォーマーの33％がシステムの
成熟度に大いに自信があると回答

57% 33%

全調査対象企業・組織 トップパフォーマー

図6：システムに関する成熟度

人事部門のオペレーショナルエクセレンス―グローバル調査2014 

複数の人事管理システムが存
在し、人事管理プラットフォー
ムは標準化されていない。シ
ステム統合は全く行われてい
ないか限定的。

カスタマイズは最小限にとど
め、最適化され、高度に統合
された人事管理システム。

成熟度低い 高い

 全調査対象企業・組織 
 ハイパフォーマー

低
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事
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値

付加価値を高めるワークフォース 
インテリジェンスの活用：  
システム、データ、報告の質と信頼性を高める

2
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市場のトップパフォーマーは、柔軟性
が高く将来のニーズに対応可能なプラッ
トフォームを整備している。ソフトウェア
をサービスとして利用するSaaS型ソリュー
ションに移行する企業が増えている。SaaS
型ソリューションはニーズの変化に合わせ
て簡単に変更できるが、このことは、変化
の目まぐるしい今日の状況において決定的
に重要な要素である。標準的なプロセスや
データ構造が用いられているため、エラー
が少なく、より効率的なサービスを提供で
きる。SaaS型ソリューションの配備が容易
であるということは、導入にあたり必要とさ
れる経営資源もそれだけ少ないということ
でもある。

2 Get ready: Shared services are back 
  (http://www.pwc.co.uk/human-resource-services/publications/get-ready-hr-shared-services-are-back.jhtml)

興味深いことに、トップパフォーマーは、
SAP、オラクル、IBM Maximoといった先進
的で高度に統合されたシステムやWorkday、
SuccessFactors、Taleo、Salesforceの よ う
なSaaS型ソリューションを利用しているに
もかかわらず、システムに関する成熟度の
評価が全調査対象企業・組織よりも低くなっ
ている。実際の市場における私たちの経験
によると、ハイパフォーマーは、システムの
最適化や統合は重要であるものの、データ
へのアクセスとその質、経営に関する意思
決定における報告の活用など、ワークフォー
スインテリジェンスに関する成熟度を高め
る上で同じように重要なその他の要因があ
ることを認識していることが多い。

システムへの投資
調査対象企業・組織の80％超は、近い将
来、テクノロジーに投資する計画を立てて
いる。2013年にPwCが実施した類似の調査
では、ほとんどのトップパフォーマーは単に
アップグレードしようとしていただけだった
が2、今回の調査では、はるかに多くのトッ
プパフォーマーが全面的な変更を計画して
いる。

人事部門には、経営資源を必要とし、互
いに競合するいくつもの要請がある。パ
フォーマンスを測定し、他と比較すること
ができれば、優先順序を判断するにあたり、
より確かな情報に基づいた体系的な基準が
得られる。また、こうした新たな経営資源
の投入が行われた後、効果を測ることもで
きる。その意味において、調査対象企業・
組織の40％近くが新規プロジェクトを始め
るにあたり、事前に投資対効果の体系的な
検討を行っていなかったのは驚くべき結果
である。

調査対象企業・組
織の80％は、近い
将来、テクノロジー
に投資する計画で
ある

40％は新規プロ
ジェクトを始めるに
あたり、事前に投
資対効果の体系的
な検討を行ってい
なかった

80% 40%

2  付加価値を高めるワークフォースインテリジェンスの活用：システム、データ、報告の質と信頼性を高める 
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データの質と信頼性
多くの場合、必要なデータは収集されてい

る。図7は、調査対象企業・組織が人事関連デー
タの質にそれなりに高い自信を持っているこ
とを示している。しかし、データが一貫して「唯
一の正しい情報源」として信頼できるもので
あることを企業に確信させるためにデータク
レンジングやデータの品質検査を実施してい
るという回答は、全体のわずか5分の1（19％）
にとどまった。こうした品質管理が行われて
いない場合、データの断片化が起こり、完全
性が損なわれる恐れがある。

今回の調査では、データの質に関する成熟
度について、トップパフォーマーと全調査対
象企業・組織の間にほとんど差異がなかった。
いずれもデータの質に高い自信を持っている。

事業価値は、基礎となるデータが企業の信
頼を得てはじめて高まる。ワークフォース分
析やその洞察は、データの信頼性をいかに確
保するかにかかっている。

調査対象企業・組織の過半数がデータ
の質に大いに自信があると回答

70%78%

全調査対象企業・組織 トップパフォーマー

図7：データの質に関する成熟度

人事部門のオペレーショナルエクセレンス―グローバル調査2014 

データの質と信頼性は低い
もしくは不明。

定期的にデータクレンジン
グとデータの質に関する報
告が行われている。データ
は唯一の正しい情報源。

成熟度低い 高い

 全調査対象企業・組織 
 ハイパフォーマー

低
い

高
い

事
業

価
値

2  付加価値を高めるワークフォースインテリジェンスの活用：システム、データ、報告の質と信頼性を高める 
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実際に市場で見られる優れた慣行は、デー
タの完全性を支え、報告プロセスの効率を高
める企業データ基準が必要であることを示し
ている。データの信頼性と使用適合性を確保
する効率的な手続きがあれば、人事部門は、
より多くの時間をデータ分析と洞察の提供に
費やすことができる。

報告の価値
データを基に作成される経営情報の質は、
データそのものに対して示された自信に見
合ったものになっていない（図8参照）。今回
の調査で、多くの人事部門が全てのデータを
まとめて実用的な経営情報に変換するのが難
しいと感じていることがわかった。

調査対象企業・組織の半数近くが経営
情報の成熟度に自信がないと回答

53%

全調査対象企業・組織 トップパフォーマー

67%

人事部門のオペレーショナルエクセレンス―グローバル調査2014 

図8：経営情報に関する成熟度 

システム間の限定的な比較に
基づき手作業で作成した基本
的な報告書。

分析、トレンド、ダッシュボード、
セルフサービス機能を含み、自
動的に作成される即時利用可
能な情報。データは意思決定
の材料として利用される。

成熟度低い 高い

 全調査対象企業・組織 
 ハイパフォーマー

低
い

高
い

事
業

価
値

2  付加価値を高めるワークフォースインテリジェンスの活用：システム、データ、報告の質と信頼性を高める 
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PwCワークフォース分析およびSaratoga
ワークフォース分析を通じた主要企業・組
織との関わりで得た経験によると、ワーク
フォース分析に特化した部門をセンター・
オブ・エクセレンス（CoE）として確立する
など、人事スタッフの採用や調達に関する
意思決定における分析技術や分析能力の活
用が明らかに増えている。

(http://www.pwc.co.uk/saratoga/hr-and- 
business-capability-in-data-measurement- 
and-analytics.jhtml)

では、複雑で多岐にわたりがちな経営情
報を最も効果的に伝達する方法とはどんな
ものなのだろうか。ワークフォース分析の
結果を経営幹部がすぐに確認できるリアル
タイムのダッシュボードを開発できること
がトップパフォーマーの基準である。利用
可能性や柔軟性を高める取り組みとしては、
タブレット端末や携帯端末で人事関連サー
ビスを利用できるようにすることや、テクノ
ロジープラットフォームのクラウド化が挙げ
られる。

重要なのは、システムの効率性、データ
の最適化、報告が不可欠な成功要因である
ということである。 

2  付加価値を高めるワークフォースインテリジェンスの活用：システム、データ、報告の質と信頼性を高める 
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今回の調査は、人事部門が企業のために構築した効果的な人材プランニングは人事部門の業務に
も適用されているかという問題を提起している。 

「靴屋の子どもに靴がない」ということわ
ざがあるが、人事部門も同様の問題に直面
しているようである。調査対象企業・組織は、
最も大きな問題として人材の調達と管理を
挙げている（図9参照）。タレントパイプラ
インの強化は組織内のその他の優先事項の
後回しにされがちで、人事部門においては
なおさらその傾向が強い。これまで、人より
もシステムへの投資に重点が置かれる傾向
があった。

人事部門のオペレーショナルエクセレンス―グローバル調査2014年

図9：人事部門が直面する最も大きな問題
人事部門が直面している最も大きな業務上の問題は何か。

人材の調達・
管理

標準化 コストと
効率性

テクノロジー

30

0

割
合

（
%

） 

タレントパイプラインの維持：  
人事部門が成功するために必要な人材を確保する3
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トップパフォーマーは、従業員エンゲー
ジメントとサクセッションプランニング（後
継者育成計画）をより詳細に検証すること
によって、こうした人材ギャップの問題に対
処し始めている。また、トップパフォーマー
は、柔軟な人員配置を行っており、その結
果、あるシステムや業務から次のシステム
や業務へ迅速な転換が可能である（図10参
照）。こうした柔軟性の高いアプローチのも
う一つの利点は、さまざまな機会を提供す
ることによって意欲をかきたて、主要な従
業員をつなぎとめる効果が期待できること
である。

トップパフォーマーは、人事部門の外に
も視野を広げて、人事部門のプロフェッショ
ナルに示唆を与えるような運営管理上の役
割がないか模索している。

図10：経営資源の柔軟な活用に関する成熟度

人事部門のオペレーショナルエクセレンス―グローバル調査2014

一つのプロセスを固定化され
た複数のチームが担当。 

スタッフは一つまたは少数の 
プロセスに集中的に取り組む
が、需要ピーク時には適宜配
置転換して対応する。

成熟度低い 高い

 全調査対象企業・組織 
 ハイパフォーマー

低
い

高
い

事
業

価
値

3  タレントパイプラインの維持：人事部門が成功するために必要な人材を確保する
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トップレベルのパフォーマンスを誇る企
業や組織は、人材の採用と定着に成功して
いる。これらの企業・組織では、機能的な
後継者育成計画によって人材の配置転換と
昇進が確実に実施されている。

成功をおさめている企業や組織は、人事
部門内外のあらゆるレベルの人材を人事部
門に引き入れ、さまざまな専門知識とキャ
リアパスを従業員に提供している。同様
に、さまざまな経歴を持った人事担当マネ
ジャーを採用することによって人事部門内
にさまざまな専門知識を取り込んでいる。

人事部門のスタッフとそれ以外の人材を
統合することが重要であり、その際の優先
項目は、参加、可視性、平等、エンゲージ
メントである。人事部門のスタッフは別もの
と見なされるべきではない。

今日、これは、人事部門にとっては代替
的なキャリア機会を切り開くものとして、ま
た、主要企業にとっては投資と業務運営モ
デルを組織全体にわたって絶えず活用する
機会をもたらすものとして、事務管理部門
やグループサービスの機能に欠くことので
きない要素と見なされている。 

1 「未来の働き方：2022年までの変遷と展望」
   http://www.pwc.com/jp/ja/japan-knowledge/archive/future-work-human-resources1410.jhtml

全調査対象企業・組織の過半数とほと
んど全てのトップパフォーマーが経営資
源の柔軟な活用に関する成熟度に大いに
自信があると回答 

57% 90%

全調査対象企業・組織 トップパフォーマー

3  タレントパイプラインの維持：人事部門が成功するために必要な人材を確保する
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トップパフォーマーは
どこが違うのか？ 

納得の
ユーザー体験 

付加価値を高める
ワークフォース

インテリジェンスの活用 

タレントパイプライン
の維持 

ビジネスインパクト:
人事部門のオペレーショナルエクセレンスが事業成果を高める 

業務に費やす時間の .
最短化による .
労働生産性の向上 

信頼性が高く利用しやすい .
従業員データの整備による .
法令遵守状況の改善 

革新的で直感的な .
テクノロジーの活用による .
従業員エンゲージメントの強化 

強力なワークフォース .
プランニングによる新規市場 .
参入と製品開発の実現 

予測的なワークフォース分析 .
による人材リスクの低減 

結論4
未来の働き方
多くの人々が人事を、受動的で人のため

に働く業務を主軸とする部門と見なしてい
る。だが、未来の職場と事業環境のニーズ
を考えれば、人事部門は今、岐路に立って
おり、次の三つのうちいずれかの方向に進
むことになるだろう。

・�人事部門は積極的なマインドセットと事
業戦略を重視する姿勢を身に着け、人材
に関する権限を拡大し、事業の人事以外
の多くの側面を業務に組み込むと同時に、
事業の多方面に影響を与えるようになる。

・�人事部門は組織内で、企業の社会的責任
の優先課題を達成に導く役割を果たすよ
うになる。

・�人事部門は業務処理だけの部門と見なさ
れ、全ての業務が外部に委託されるよう
になる。

PwCが先ごろ発表した「未来の働き方」

に関する白書によると、「ブルーワールド」
においては、人事部門は高度な分析手法を
駆使して、将来の人材需要や将来起こり得
る人材のパフォーマンス、定着に関する問
題の大きさと内容を予測するようになる。
「ブルーワールド」「グリーンワールド」「オ
レンジワールド」に関するさらなる詳細に
ついては、「未来の働き方」サイトを参照.
されたい（http://www.pwc.com/jp/ja/japan-
knowledge/archive/future-work-human-
resources1410.jhtml）。
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やり方を変える
トップパフォーマーとその後に続く企業・
組織の違いを寄せ集めると、顧客中心とい
う共通する一つのテーマが見えてくる。ほと
んどの企業や組織の人事部門は、すでに行っ
ていることをもう少しうまくやろうとしてい
るにすぎない。しかし、先行集団は、今日
のユーザーの高い期待を理解し、そのニー
ズに応えることがいかに重要かを認識して
いる。このことは、事業経営における人事
部門の関与と貢献の在り方の抜本的な再考
を促している。

しかし、トップパフォーマーでさえ、納
得の顧客体験の実現はいまだ道半ばである。
今日のオンラインショップで当然のように提
供されているユーザー体験を提供できる企
業・組織は、たとえあったとしてもごく少数
である。このユーザー体験が今後、人事部
門全般が評価される際の基準となる。これ
を実現することが、価値あるビジネスパー
トナーとして真剣に受け入れてもらうための
鍵である。

図11：改善余地

成熟度低い 高い

低
い

高
い

事
業

価
値

 全調査対象企業・組織
 ハイパフォーマー
 オンラインショップ

4  結論
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今回の調査結果は、高まるニーズを確実に満たすために
人事部門が対処すべき三つの重要な問題を浮かび上がらせ
ている。

1 どうすれば顧客に  
もっと近づくことができるか

      知っていますか？

・�しっかりと構築されたサービス提供モデル（イント
ラネットを窓口として徐々に専門チームに対応を引
き継ぐなど）を採用する。そうすることで運営費用
を削減し、顧客経験を標準化することができる。あ
なたの会社・組織ではどのようなサービス提供モデ
ルを使っているだろうか。

・�テクノロジーで顧客エンゲージメントをサポートす
る。例えば、最初の接点としてセルフサービス方式
の窓口を設けることによって、顧客経験が向上し、
運営費用が削減できる。顧客経験をサポートするた
めに、あなたの会社・組織が持つテクノロジーを使っ
てもっとできることはないだろうか。

・�ユーザーのニーズや満足度に関するフィードバック
を体系的に収集する。そうすることで、改善のため
に必要な情報が提供できるようになる。あなたの会
社・組織では体系的なフィードバックをどのように
収集しているだろうか。

・�効果的な測定を行うことによって改善すべき分野に
狙いを定め、改善効果の定期的な検証、追跡、報告
を行う。あなたの会社・組織では、効果がもたらさ
れていることをどのように確認しているだろうか。 

2 事業に役立つ真の洞察を 
提供すべくデータの霧を

      通り抜けることができますか？

・�マーケティングに関する洞察と分析は、意思決定に
活用できるようすぐに提供できるべきである。あな
たの会社・組織における意思決定はデータに基づい
ているだろうか。

・�データの信頼性を確保するため定期的にデータクレン
ジングとデータの質に関する報告を行う。あなたの会
社・組織では、データが堅牢であるという確証を得る
ためにどんなことをしているだろうか。データの断片
化を防ぎ完全性を確保するために「唯一の正しい情報
源」から得たデータを利用する。あなたの会社・組織
のデータは唯一の正しい情報源から得たものだろうか。

・�将来起こり得ることに対処できるようカスタマイズは
最小限にとどめ、高度に統合され最適化されたシステ
ムを使う。あなたの会社・組織のテクノロジーソリュー
ションは現時点で適切なものであるとともに、将来の
ニーズに対処する柔軟性を備えているだろうか。

・�適切なプロジェクトに投資が行われるよう投資対効
果の体系的な検討を行う。あなたの会社・組織では、
最も大きな効果と付加価値が期待できるところに経
営資源が投下されていることをどのように確認して
いるだろうか。 

3 適切な人材を引き付けて 
定着させていますか？

      そして、人材ニーズが 
どのように変わろうとして 
いるか知っていますか？

・�効果的な人員配置を行って適切に需要を満たすとと
もに、従業員が幅広い経験を積めるようにする。あ
なたの会社・組織は柔軟な人員管理を行っているだ
ろうか。どのようにして、従業員が幅広い技能と経
験を得られるようにしているだろうか。

・�人事部門内部の人材マネジメントにおいても、より
広範な企業の人材マネジメントで行われているのと
同じ厳格さを適用する。そうすることで人材の能力
を最大限引き出すことができる。どうすればあなた
の会社・組織の人材を最大限に活用することができ
るか知っているだろうか。

・�あなたの会社・組織では、従業員が組織内で異動で
きるよう人事部門のスタッフを人材全般や人事以外
の部門と統合しているだろうか。 

4  結論
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最も効果的な人事部門は、変化する顧
客ニーズを満たすために必要な経験と
サービスを生み出し、企業が前進するた
めに必要な人材に関する洞察を提供し
ている。そして、この優れた実績を土台
として、組織の戦略的経営でますます
重要な役割を担っている。
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